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第１章 総則 

（適用範囲） 

第１－１条 

 国営造成水利施設ストックマネジメント推進事業 岩木川左岸地区幹線用水路排水不良対策検討

その他業務の施行に当たっては、農林水産省農村振興局制定「設計業務共通仕様書」（以下、「設計

共通仕様書」という。）、「地質・土質調査業務共通仕様書」（以下、「調査共通仕様書」という。）に

よるほか、同仕様書に対する特記及び追加事項は,この見積仕様書によるものとする。 

 

（目 的） 

第１－２条 

本業務は、国営かんがい排水事業「岩木川左岸地区」で造成された幹線用水路において、農業水

利施設の機能保全の技術向上等に資するため、排水対策工の補足検討、排水対策施設の効果検証調

査及び有効性の確認、排水対策施設のモニタリング計画策定を行うものである。 
 

（場 所） 

第１－３条 

本業務において対象とする施設の場所は、青森県弘前市真土地内及び北津軽郡鶴田町木筒地内で、

別添１「位置図」、別添２「既設流入口の排水不良箇所位置図」に示すとおりである。 
 

（業務概要） 

第１－４条 

 本業務の概要は下記のとおりである。 

 〔設計作業〕 
排水対策工の補足検討                 １式 
排水不良対策施設の効果検証調査及び有効性の確認    １式 

   排水不良対策施設のモニタリング計画策定        １式 
 〔調査作業〕 

排水不良対策施設の効果検証調査            １式 

 

（土地への立入り等） 

第１－５条 

 作業実施のための土地への立入り等は、設計共通仕様書第１－16 条によるが、発注者の許可な

く土地の踏み荒らし、立木伐採等行った場合に対する補償は、受注者の責任において処理するもの

とする。 

 

（一般事項） 

第１－６条 

 業務請負契約書、設計共通仕様書、調査共通仕様書に示す以外の一般事項は、次のとおりである。 

（１）作業実施の順序、方法等は監督職員と密接な連絡をとり、作業の円滑な進捗を図るものとす

る。 

（２）作業に従事する技術者は、対象業務に十分な知識と経験を有した者とする。 

（３）受注者は常に業務内容を把握し、監督職員が資料の提出を求めたときは、速やかにこれに応

じるものとする。 

  



（管理技術者） 

第１－７条 

 管理技術者は、設計共通仕様書第１－６条第３項によるものとし、農業土木技術管理士以外の資

格に該当する技術部門・選択科目は次のとおりである。 

資  格 技術部門 選択科目 

技術士 

総合技術監理 
農業－農業土木 

農業－農業農村工学 

農業 
農業土木 

農業農村工学 

博士 農学  

ｼﾋﾞﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ 農業土木  

 

（照査技術者） 

第１－８条 

（１） 照査技術者は、設計共通仕様書第１－７条第２項によるものとし、農業土木技術管理士以

外の資格に該当する技術部門・選択科目は次のとおりである。 

資  格 技術部門 選択科目 

技術士 

総合技術監理 
農業－農業土木 

農業－農業農村工学 

農業 
農業土木 

農業農村工学 

博士 農学  

ｼﾋﾞﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ 農業土木  

 

（２）設計共通仕様書第１－７条第４項でいう、監督職員が指示する業務の節目とは、次のとおり

とする。 

１）業務計画作成時 

２）排水対策工の補足検討時 

３）排水不良対策施設の効果検証調査及び有効性の確認時 

４）排水不良対策施設のモニタリング計画策定時 

５）成果品取りまとめ時 

６）その他、照査計画作成時において監督職員が指示した場合 

（３）当該業務の中で照査技術者は、管理技術者を兼務することはできない。 

 

（担当技術者） 

第１－９条 

 担当技術者は、設計共通仕様書第１－８条、調査共通仕様書第１－７条によるものとする。 

 

（配置技術者の確認） 

第１－10 条 

 設計共通仕様書第１－11 条、調査共通仕様書第１－10 条における業務組織計画の作成及び設計

共通仕様書第１－12 条に基づく技術者情報の登録に当たっては、次によるものとする。 

（１）受注者は、業務計画書の業務組織計画に配置技術者の所属･役職及び担当する分担業務を明

確に記載するものとする。なお、変更業務計画書において、業務組織計画を変更する際も同様



とする。 

（２）農業農村整備事業測量調査設計業務情報サービスへの技術者情報の登録は、業務計画書の業

務組織計画において位置付けられた技術者を登録対象とし、事前に監督職員の承認を得るもの

とする。 

 

（保険加入） 

第１－11 条 

 受注者は、設計共通仕様書第１－37 条、調査共通仕様書第１－38 条に記載されている保険に加

入している旨を業務計画書に明示しなければならない。 

また、監督職員から請求があった場合は、保険加入を証明する書類を提示しなければならない。 

 

 

第２章 作業条件 

（適用する図書） 

（適用する図書） 

第２－１条 

本業務の基本的事項に関しては、次に示す図書を優先して適用するものとする。他の図書を適用

する場合は、監督職員の承諾を受けるものとする。 

番号 名称 発行所 制定(改定)年月 

１ 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

計画「排水」 
（社）農業農村工学会 平成 31 年４月 

２ 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

設計「水路工」 
（社）農業農村工学会 平成 26 年３月 

３ 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

設計「ポンプ場」 
（社）農業農村工学会 平成 30 年５月 

 

（作業条件） 

第２－２条 

 本業務の実施に当たっては、以下の事項に留意して作業を進めるものとする。 

（１）作業の実施に当たっては、事前に作業方法及び具体的な工程計画を立案し、監督職員及び監

督職員が指示する者と十分打合せを行い、手戻りのないよう留意しなければならない。 

（２）本業務において生じた第三者との紛争で受注者の責に帰する事項は、受注者の責任において

処理しなければならない。 

 

（対象施設） 
第２－３条 

 本業務の対象施設の諸元等は、別紙１「既設流入口の排水不良箇所一覧表」のとおりである。 
 
（貸与資料等） 

第２－４条 

 貸与資料は、次のとおりである。 

貸与資料 数量 
令和４年度 広域農業基盤整備管理調査 
岩木川左岸地区整備構想作成その他業務 報告書 

１式 



 
 
 
 
 
 
 
 

また、上記以外で必要な資料がある場合は監督職員の承諾を得るものとする。 
 

（貸与資料の取扱い） 
第２－５条 

 第２－４条に示す貸与資料の取扱いは次のとおりとする。 
（１）貸与資料の記載事項に矛盾がある場合、又は解釈に疑義が生じた場合は、監督職員と協議す

るものとする。 
（２）貸与資料は、原則として初回打合せ時に一括貸与するものとし、監督職員の請求があった場

合のほか完了検査時に一括返納しなければならない。 
 

 

第３章 作業内容 

（作業項目及び数量） 

第３－１条 

 本業務における作業位置は、別添２「既設流入口の排水不良箇所位置図」に示すとおりである。

また、作業項目及び数量は、次のとおりである。なお、詳細は別紙２「設計作業項目内訳表」、別

紙３「調査作業項目内訳表」に示すとおりである。 

〔設計作業〕 

（１）準備作業                     １式 

（２）排水対策工の補足検討               １式 
（３）排水不良対策施設の効果検証調査及び有効性の確認  １式 

    （４）排水不良対策施設のモニタリング計画策定      １式 
（５）点検取りまとめ                  １式 

（６）照査                       １式 

 

  〔調査作業〕 

（１）排水不良対策施設の効果検証調査          １式 

 

（作業の留意点） 

第３－２条 

 業務の実施に際し特に留意する点は、次のとおりとする。 

（１）排水対策工の検討における対策工設計にあたっては、当該施設が必要な機能及び安全で所定

の耐久性を有するとともに維持管理、施工性及び経済性についても考慮しなければならない。 
（２）電算機を使用する場合は、計算手法及びアウトプット等の様式について事前に監督職員の承

諾を得るものとする。 

（３）第２－１条、第２－４条及び設計共通仕様書に示す参考図書、貸与資料や受注者が有する資

料等を参考にした場合は、その出典を明示するものとする。 

貸与資料 数量 
令和５年度 広域農業基盤整備管理調査 
岩木川左岸地区整備構想作成その他業務 報告書 

１式 

令和６年度 国営造成水利施設ストックマネジメント推進事業 
岩木川左岸地区幹線用水路排水不良対策調査検討業務 報告書 

１式 

岩木川左岸二期農業水利事業 事業誌 １式 

岩木川左岸（二期）農業水利事業 管理図 １式 



（４）数量計算にあたっては、「工事工種の体系化」に基づき作成するものとする。なお、「工事

工種の体系化」に該当しない工種や用語については、監督職員と協議するものとする。 
・「工事工種の体系化」は、http://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 （５）この業務は、学識経験者（農研機構農村工学研究部門）からの技術指導・助言の対象予定で

あり、排水対策工の補足検討、排水不良対策施設の効果検証調査及び有効性の確認にあたっ

ては学識経験者の指導・助言を受けるものとし、詳細については監督職員と確認するものと

する。 
 （６）排水不良対策施設の効果検証調査において使用する隣接管理用道路は、地域住民が農作業用

に使用していることから、仮設進入路造成、排水不良対策施設の設置作業は稲刈り後の令和

７年 10 月中旬以降の実施を予定している。事前に監督職員及び関係土地改良区に状況を確認

のうえ実施するものとする。 

 （７）排水不良対策施設の設置にあたっては、別紙３作業項目内訳表に示す交通誘導員を配置のう

え作業を行うとともに、作業着手前に管理用道路を使用する関係農家等へ、書面等により資

材搬入・搬出時の通行止めや作業への協力依頼を周知するものとし、詳細については監督職

員と確認するものとする。 

 

 

第４章 打合せ 

（打合せ） 

第４－１条 

 設計共通仕様書第１－10 条による打合せについては、主として次の段階で行うものとする。 

 また、初回及び最終回の打合せには管理技術者が出席するものとする。 

初 回 設計作業着手の段階 

第２回 中間打合せ（排水対策工の検討時） 

第３回 中間打合せ（排水不良対策工の効果検証調査及び有効性の確認時） 

第４回 中間打合せ（排水対策施設のモニタリング計画策定時） 

最終回 報告書原稿作成段階 

 

 

第５章 成果物 

（成果物） 

第５－１条 

 成果物を設計共通仕様書第１－17 条に基づき作成し、次のものを提出しなければならない。 

（１）成果物の電子媒体（CD-R 若しくは DVD-R）正副２部 

（２）成果物の出力 １部（電子媒体の出力、市販のファイル綴じで可） 

このほか、要約版（市販のファイル綴じで可）を提出するものとする。 

 

（成果物の提出先） 

第５－２条 

 成果物の提出先は、次のとおりとする。 

青森県弘前市大字新寺町 149-２ 

東北農政局北奥羽土地改良調査管理事務所 

 

 

 



第６章 契約変更 

（契約変更） 

第６－１条 

 業務請負契約書第 17 条から第 20 条に規定する発注者と受注者による協議事項は、次のとおりと

する。 

（１）第２－２条に示す「作業条件」に変更が生じた場合。 

（２）第２－３条に示す「対象施設」に変更が生じた場合。 

（３）第３－１条に示す「作業項目及び数量」に変更が生じた場合。 

（４）第４－１条に示す「打合せ」に変更が生じた場合。 

（５）第５－１条に示す「成果物」に変更が生じた場合。 

（６）履行期間の変更が生じた場合。 

（７）関係機関等対外的協議により設計作業及び調査作業に変更が生じた場合。 

（８）有識者等からの助言等により変更の必要が生じた場合。 

（９）その他 

 

 

第７章 定めなき事項 

（定めなき事項） 

第７－１条 

 この特別仕様書に定めなき事項又はこの業務の実施にあたり疑義が生じた場合は、必要に応じて

監督職員と協議するものとする。 

 

 



令和７年度 国営造成水利施設ストックマネジメント推進事業

岩木川左岸地区幹線用水路排水不良対策検討その他業務 位置図

別添１

左岸幹線②

東俣導水①-1



左岸幹線②

左岸幹線②

既設流入口の排水不良箇所　位置図（1/3）

[別添２]



東俣導水①-1

既設流入口の排水不良箇所　位置図（2/3）

[別添２]



東俣導水①-1

既設流入口の排水不良箇所　位置図（3/3）

[別添２]



別紙１

既設流入口の排水不良箇所一覧表

区分 整理番号 測点 施設名称（施設管理図） 幹線用水路構造 土地状況 備考

左岸幹線② NO.83＋43.53（右岸） ・57号流入工右岸 HPφ400
鉄筋コンクリートL形水路
(内寸)幅6000×高2000㎜

隣接地：水田 業務対象

東俣導水①-1 NO.30＋32.40（左岸） ・13号流入工 φ400
積ブロック護岸水路
(内寸)下幅4600×上幅6800
　　×高2200㎜

隣接地：宅地、
　　　　水田

業務対象

左岸幹線用水路
　計画最大通水量
　Q=21.195m3/s

東俣導水幹線用水路
　計画最大通水量
　Q=10.377m3/s



別紙２　設計作業項目内訳表

作業内容
作業

実施欄

1-1. 計画準備・資料の検討 　貸与資料について把握し、作業計画を立案する。
○

1-2. 現地調査 　業務実施に必要な現地調査を行う。
○

過年度の検討結果を踏まえ、小水力発電及び太陽光発電シス
テムの利用による排水対策工（排水ポンプ）の動力源確保につ
いて補足検討を行う。

〔排水対策工の検討位置〕
　左岸幹線②（No.83+43.53右岸、57号流入工）

○

〔効果検証調査の位置〕
　東俣導水①-1（No.30+32.40左岸、13号流入工）

3-1. 排水不良対策施設の効
果検証調査の整理

　別紙３の1.排水不良対策施設の効果検証調査の実施結果を踏
まえ、以下について整理を行う。
１）対策施設（エンジン式ポンプφ50㎜×1台）の試験運転結果
を基に、給油１回（満タン状態）及び携行缶（20×2＝40ℓ）あ
たりの運転可能時間、日当たり給油作業等の工程（案）を算定
する。
２）試験運転時の騒音調査結果（４地点：簡易倉庫内部、同倉
庫外部、左岸及び右岸の隣接民家境界部）を整理・考察する。

○

3-2. 排水不良対策施設の有
効性等の整理

　上記3-1の結果を基に、以下について整理及び作成を行う。
１）効果検証調査の整理結果を踏まえ、有効性の評価及び課題
の整理を行う。
２）排水対策施設を使用する際の操作手順書及び安全対策マ
ニュアルを作成する。

○

上記3の結果を踏まえ、次年度以降に実施予定のモニタリング
調査内容を検討するとともに、モニタリング調査票を作成す
る。なお、モニタリング調査は令和８～10年度（３か年）を予
定している。

○

　各作業項目の成果物点検、取りまとめ及び報告書の作成を行
う。 ○

　照査計画に基づき、業務の節目毎に照査を実施し、照査報告
書の作成を行う。 ○

6. 照査

4. 排水不良対策施設のモニタ
リング計画策定

作業項目

1. 準備作業

2. 排水対策工の補足検討

3. 排水不良対策施設の効果検
証調査及び有効性の確認

5. 点検取りまとめ



別紙３　調査作業項目内訳表

調査作業

規格・寸法 単位 数量 調査箇所
作業

実施欄
1. 排水不良対策施設の効果検証調査

1-1. 仮設進入路
造成、撤去

　調査実施に必要な仮設進入路を造成する。
 ・敷鉄板：ΣL=18.0m（54㎡）
（※詳細は別紙４による）

式 1
東俣導水

①-1
○

1-2. 排水不良対
策施設の設置

1-3. 排水不良対
策施設の効果検
証調査

　上記1-2の排水不良対策施設において、試験運転及び
効果検証調査を行う。
・試験用水供給（工事用水中ポンプ運転φ100
　×1台）：１日
・試験運転用燃料（無鉛ｶﾞｿﾘﾝ、携行缶20ℓ
　×2缶）： 40ℓ
・騒音調査（各４地点：試験運転前、
　試験運転中）：１式
（※詳細は別紙６による）

式 1
東俣導水

①-1
○

1-4. 安全対策 　上記1-2の排水不良対策施設の設置にあたっては、以
下の作業実施時に交通誘導員Ｂの配置（別紙４に示す
仮設道路の町道接続部及び管理用道路上流側の２箇
所）を行う。
・仮設道路敷鉄板の設置、撤去時　：延べ４人
・簡易倉庫の資材搬入時　　　　　：延べ２人

式 1
東俣導水

①-1
○

○

作業項目

　以下により、対策施設を設置する。
・掘削： 6.1㎥（土砂）
・埋戻： 4.9㎥（土砂）
・現場発生土処理： 0.6㎥（土砂）
・基礎砕石： 2.1㎡（RC-40,t=10㎝）均しｺﾝｸﾘｰﾄ部
・均しｺﾝｸﾘｰﾄ： 0.1㎥（18N-8-25）
・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ： 0.5㎥（21N-8-25）
・鉄筋： 0.041ton（SD295A,D13）
・無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ： 0.1㎥（18N-8-25）間詰ｺﾝｸﾘｰﾄ
・基礎砕石： 0.7㎡（RC-40,t=10㎝）床版ｺﾝｸﾘｰﾄ部
・無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ： 0.1㎥（18N-8-25）床版ｺﾝｸﾘｰﾄ
・基礎砕石： 0.4㎡(RC-40,t=10㎝)柱埋込みｺﾝｸﾘｰﾄ部
・無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ： 0.1㎥(18N-8-25)柱埋込みｺﾝｸﾘｰﾄ
・簡易倉庫設置： 1棟（土間ﾀｲﾌﾟ,豪雪型,
　ｶﾞﾗｽ窓付,A=6.74㎡）
・縞鋼板製作据付： 1枚（900×115㎜）
・縞鋼板製作据付： 1枚（900×315㎜）
・縞鋼板製作据付： 1枚（1300×465㎜）
・縞鋼板製作据付： 2枚（1300×445㎜）
・エンジン式ポンプ： 1台（φ50×50㎜）
・ガソリン携行缶： 2缶（20L用）
・排水用管埋設：6.0ｍ（ガス管φ50㎜）
・掘削： 0.2㎥（土砂）排水用管埋設部
・埋戻： 0.2㎥（土砂）排水用管埋設部
・ｺﾝｸﾘｰﾄ取り壊し： 0.1㎥(無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、
　人力施工)本線水路天端ガス管取付部
・無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ： 0.1㎥（18N-8-25）本線水路天端
　ガス管取付部
・建設資材廃棄物： 0.1㎥（無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ）
（※詳細は別紙５による）

式 1
東俣導水

①-1



別紙４

仮設進入路標準断面図

仮設進入路計画図



別紙５（１/６）    排水不良対策　計画図(1)    

〔東俣導水①-1〕

【注意事項】
　１）図中に示すプレハブ（排水対策施設）の
　　規格・寸法は参考値であり、これと同等の
　　プレハブを既設合流桝の敷地内に設置する
　　ものとする。
　２）図中寸法と異なるプレハブを使用する場
　　合は、プレハブ寸法に合わせた基礎工及び
　　縞鋼板を設置するものとする。

排水用管埋設　標準図

排水用管埋設 L=6.0ｍ
（ガス管φ50、深さ0.1ｍ）



別紙５（２/６）
    排水不良対策　計画図(2)    

〔東俣導水①-1〕

【注意事項】
　１）図中に示すプレハブ（排水対策施設）の
　　規格・寸法は参考値であり、これと同等の
　　プレハブを既設合流桝の敷地内に設置する
　　ものとする。
　２）図中寸法と異なるプレハブを使用する場
　　合は、プレハブ寸法に合わせた基礎工及び
　　縞鋼板を設置するものとする。



別紙５（３/６）
    排水不良対策　計画図(3)    

〔東俣導水①-1〕

【注意事項】
　１）図中に示すプレハブ（排水対策施設）の
　　規格・寸法は参考値であり、これと同等の
　　プレハブを既設合流桝の敷地内に設置する
　　ものとする。
　２）図中寸法と異なるプレハブを使用する場
　　合は、プレハブ寸法に合わせた基礎工及び
　　縞鋼板を設置するものとする。



別紙５（４/６）
    排水不良対策　計画図(4)    

〔東俣導水①-1〕

【注意事項】
　１）図中に示すプレハブ（排水対策施設）の
　　規格・寸法は参考値であり、これと同等の
　　プレハブを既設合流桝の敷地内に設置する
　　ものとする。
　２）図中寸法と異なるプレハブを使用する場
　　合は、プレハブ寸法に合わせた基礎工及び
　　縞鋼板を設置するものとする。



別紙５（５/６）
     排水不良対策　計画図(5)     

〔東俣導水①-1〕

【注意事項】
　１）図中に示すプレハブ（排水対策施設）の
　　規格・寸法は参考値であり、これと同等の
　　プレハブを既設合流桝の敷地内に設置する
　　ものとする。
　２）図中寸法と異なるプレハブを使用する場
　　合は、プレハブ寸法に合わせた基礎工及び
　　縞鋼板を設置するものとする。



別紙５（６/６）
     排水不良対策　計画図(6)     

〔東俣導水①-1〕

【注意事項】
　１）図中に示すプレハブ（排水対策施設）の
　　規格・寸法は参考値であり、これと同等の
　　プレハブを既設合流桝の敷地内に設置する
　　ものとする。
　２）図中寸法と異なるプレハブを使用する場
　　合は、プレハブ寸法に合わせた基礎工及び
　　縞鋼板を設置するものとする。



　別紙６（１/２） 

〔東俣導水①-1〕

　排水不良対策施設　効果検証調査　

（業務対象）

　エンジン式ポンプ等配置計画図　

【効果検証調査の内容】
　１）エンジン式ポンプの試験運転を行う。
　２）試験運転に使用する燃料（ガソリン携行缶20㍑×２缶）を準備のうえ、試験運転に使用する。
　３）上記１）の試験運転時は、試験用水供給ポンプ（仮設工）により調査時の用水を供給する。
　４）対策施設（エンジン式ポンプφ50㎜×1台）の給油１回（満タン）あたりの運転可能時間、
　　及び携行缶（40㍑）あたりの運転可能時間を確認する。
　５）試験運転終了後は、エンジン式ポンプ及び携行缶を施設管理者（砂沢溜池土地改良区）まで運搬し、
　　引き渡しする。

P

試験用水供給ポンプ
（工事用水中ポンプ
　φ100×１台）



　騒音調査　計測位置図　〔東俣導水①-1〕

　排水不良対策施設　効果検証調査　 　別紙６（２/２） 

①
②

③

④

　騒音調査　計測位置（詳細）　

③

① ②

④

【騒音調査の内容】

　・調査地点：４点（図中①,②,③,④）
　・調査回数：２回（各地点、エンジン式ポンプ運転前、
　　　　　　　　　　エンジン式ポンプ運転時）　


